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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(自治体肝炎ウイルス検査陽性者対策) 

 

重症化予防推進事業、初回精密検査利用率の検討 

 

研究分担者：佐藤 光明   山梨大学 消化器内科 

研究協力者：安部 達範   山梨県感染症対策センター 感染症対策推進主任 

  

研究要旨：自治体の肝炎ウイルス検査として健康増進事業と特定感染症検査等事業が

行われている。慢性肝炎や肝硬変、肝がんへの進展予防を図るため、2014 年から肝炎

ウイルス検査陽性者の初回精密検査、定期検査費用を助成する重症化予防推進事業が

行われ、2020 年度からは自治体、職域検査に加え妊婦検診・手術前検査陽性者も助成

の対象となった。山梨県の肝炎ウイルス検査陽性者および重症化予防事業利用状況に

ついて調査した。健康増進事業における 2008 年～2020 年度の合算の山梨県の肝炎ウイ

ルス検査の受検者数、陽性者数(陽性率)は、B型肝炎 40歳検診:10980人、50人(0.46％)、

B 型肝炎 40 歳以外検診:160485 人、1162 人(0.72%)、C 型肝炎 40 歳検診:10772 人、29

人(0.27%)、C型肝炎 40歳以外検診:159404人、780人(0.49%)であった。特定感染症検

査等事業における 2007年～2021年度の合算の肝炎ウイルス検査の受検者数、陽性者数

(陽性率)は、B 型肝炎:8036 人、29 人(0.36％)、C 型肝炎:8104 人、54 人(0.67%)、で

あった。 

2014年から 2023年までに重症化予防推進事業の初回精密検査の助成を受けたのは延

べ 90 人、定期検査の助成を受けたのは延べ 296人（重複あり）であった。 

初回精密検査を受けた人のほとんどが自治体検査陽性者であり、職域、妊婦検診・手

術前検査陽性者は各 2 名であった。自治体検査陽性者のうち重症化予防推進事業利用

率は 2021年時点で 3割にとどまっていた。助成制度の周知と共に利用状況の把握とフ

ォローアップ体制を強化する必要がある。 

A. 研究目的 

自治体の肝炎ウイルス検査として市町村

が実施する健康増進事業と保健所等が実施

する特定感染症検査等事業が行われている。 

肝炎ウイルス検査陽性者を精密検査に結

び付け、慢性肝炎や肝硬変、肝がんへの進

展予防を図るため、初回精密検査、定期検

査費用を助成する重症化予防推進事業が

2014 年から行われている。2020年度からは

自治体、職域検査に加え妊婦検診・手術前

検査陽性者も助成の対象となった。 

そこで本県の肝炎ウイルス検査陽性者お

よび重症化予防事業利用状況について調査

した。 

 

B. 研究方法 

山梨県の健康増進事業と特定感染症事業

の肝炎ウイルス検査陽性者および重症化予

防推進事業利用件数を山梨県感染症対策グ

ループに確認し解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

今回の検討は受検数、陽性数を検討した

ものであり、個人情報は取り扱っていない。 

 

C. 研究結果 

1.山梨県における健康増進事業 

2008年～2020年度の合算の山梨県の肝炎

ウイルス検査の受検者数、陽性者数(陽性

率)は、B 型肝炎 40 歳検診:10980 人、50 人

(0.46％)、B 型肝炎 40 歳以外検診:160485

人、1162 人(0.72%)、C 型肝炎 40 歳検

診:10772 人、29 人(0.27%)、C 型肝炎 40 歳

以外検診:159404 人、780 人(0.49%)であっ

た。 
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B 型肝炎ウイルス陽性率の推移は全体で

は 2008 年:1.12%→2021 年:0.67％と緩やか

に減少傾向であった。40 歳検診陽性率はば

らつきがあるが概ね横ばいであった。 

 
 

C 型肝炎ウイルス陽性率の推移は全体で

は 2008 年:1.54%→2021 年:0.16％と減少傾

向であった。40歳検診では 2018年以降陽性

者は 0人であった。 

 
 

2.保健所における特定感染症検査等事業 

2007年～2021年度の合算の特定感染症検

査等事業肝炎ウイルス検査の受検者数、陽

性者数(陽性率)は、B型肝炎:8036人、29人

(0.36％)、C型肝炎:8104人、54人(0.67%)、

であり減少傾向であった。 

 

 
 

3.重症化予防推進事業利用件数 

2014年から2023年まで重症化予防推進事

業の初回精密検査の助成を受けたのは延べ

90 人であった。定期検査の助成を受けたの

は延べ 296人（重複あり）であった。 

初回精密検査を受けた人のほとんどが自治

体検査陽性者であり、職域、妊婦検診・手

術前検査陽性者は各 2名のみであった。 

自治体検査陽性者のうち重症化予防推進事

業利用率は 2021年時点で 3割にとどまって

いた。 

 
 

 

D. 考察 

山梨県の自治体検査での肝炎ウイルス陽

性者数は減少傾向であった。陽性者数から

見た重症化予防推進事業利用率は低く、ま

た受診確認・追跡も制度利用者の確認のみ

で十分といえなかった。しかし 40歳検診の

陽性者は数名であるため新規陽性者は少な

く、実際の初回精密検査対象者と利用者数

は同等の可能性がある。一方で 40歳検診対

象者数から見た受検者数は低く、制度の周

知と共に受検に結びつける対策が必要であ

る。 
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E. 結論 

山梨県では例年一定数の肝炎ウイルス検

査陽性者がいるが、重症化予防推進事業利

用率は低かった。県全体での周知する対策

が必要である。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

なし 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

山梨県の肝疾患診療連携拠点病院である

山梨大学医学部附属病院肝疾患センター副

センター長として、全国の肝疾患診療連携

拠点病院連絡協議会、山梨県肝炎対策協議

会、山梨県地域両立支援推進チーム等で肝

炎撲滅のために活動。 

 

G. 研究発表 

1. 発表論文 

  なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

3. その他 

啓発資材 

なし 

 

啓発活動 

1. 令和5年度肝炎医療コーディネーター研

修会 
令和5年10月21日 主催：日本肝臓学会 

2. 令和5年度 山梨県肝疾患拠点病院  

医療従事者研修会 

令和6年3月7日 主催：山梨大学医学部

附属病院肝疾患センター 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 


